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１ 財政推計の見直しと財政健全化の取組の策定の経緯 

  平成３０（2018）年度の当初予算は、財源不足により財政調整基金の取り崩し額

を前年度より１億５千万円以上増やす大変厳しい予算編成となりました。その結果、

予定していた小中学校のエアコン設置については、事業実施後も維持管理費等の経費

を要することから、第５次総合計画後期実施計画に位置付けたうえで財源等の見通し

を立てて実施することとし、平成３０（2018）年度の事業着手を見送りました。 

  今後も公共施設の老朽化への対応、人口減少や少子化・高齢化の進展による税収の

減少など厳しい財政運営が見込まれますが、国の制度変更等に伴う扶助費の増加や小

中学校の耐震改修や庁舎整備などの大規模事業に伴う公債費の増加などにより、第５

次総合計画策定時に行った財政推計と現状の間には乖離が生じています。 

そこで、計画的かつ持続可能な行財政運営を進めるうえで今後の中長期的な財政状況

を把握するために、現状と今後の傾向を捉え、かつ、小中学校のエアコン設置を考慮し

て財政推計を見直すこととしました。なお、小中学校のエアコン設置については、児童

生徒の安全、健康を守るための猛暑対策が緊急の課題であることを考慮し、平成３１

（2019）年度に全小中学校の普通教室にエアコンを設置し、稼働する想定で財政推計

をしています。 

また、第５次総合計画策定時に行った財政推計と現状の間の差は主に歳出の義務的経

費増大によることから、財政推計の見直しと併せて、財政健全化の取組を平成３０

（2018）年８月に策定しました（以下、これを「前回推計」という。）。 

２ 財政推計の見直しと財政健全化の取組の改訂 

  令和３（2021）年度から５年間を計画期間とする第５次総合計画後期基本計画の

策定に向けて、最新の制度や事業計画等に基づいて、今後の中長期的な財政状況を把

握し、同計画の策定の基礎資料とするため、平成３０（2018）年８月に行った財政

推計の見直しをベースに、前回推計以後に生じた事項や、財政健全化の取組の具体的

な内容を反映するなど見直しを行いました。 

 

３ 財政推計と財政健全化の取組の期間 

  財政推計と財政健全化の取組の期間は、平成３１（2019）年度から令和１２（2030）

年度までの１２年間とします。 

  財政推計については、団塊の世代が後期高齢者となる令和７（2025）年度を一つ

の分岐点と捉え、その後の状況を見据えた取組ができるように長期間の推計とします

が、後年度になるほど各種制度の変更等不透明な要素が増えることから、第５次総合

計画の期間である令和７（2025）年度までを基本とし、令和８（2026）年度から

の５年間は参考値とします。 
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５ 財政健全化の取組項目（予定） 

 （１） 歳出削減のための取組 
ア 人件費等の削減 
  特別職報酬や管理職手当の削減など自助努力による人件費の削減に取り組むとと 

 もに、事務の効率化・簡素化と行政組織のスリム化により職員数の抑制を図り、人件 

 費等を削減します。 

取組項目 取組内容 

①特別職報酬の削減 
特別職の報酬を、市長１０％、副市長５％、教育長２％

削減します。 

②管理職・管理職手当の削減
行政組織のスリム化によって課長職を抑制するととも

に、管理職手当を１０％削減します。 

③職員数の抑制 

業務の外部委託等を積極的に活用することで行政組織

のスリム化を図り、職員数を抑制するとともに、人件

費を削減します。 

④学校補助教員等の採用数の

 見直し 

児童生徒数の減少に併せ、学校補助教員等の採用数を

抑制し、経費を削減します。 

イ 公共施設等のあり方の見直し 
  市が保有する公共施設等は、昭和５４年の千葉ニュータウンの街開きを契機に集中 

 的に整備しており、今後は一斉に建替等の更新時期を迎える見込みです。今後、公共 

 施設等をどのように更新し、維持管理していくのか、統廃合を視野に入れながらコス 

 トを削減します。 

取組項目 取組内容 

①社会教育施設や各センター

のあり方の見直し 

人口減少や少子高齢化を見据え、市民ニーズや利便性

の観点から、改修やあり方の見直しを行います。 

②桜台小・中学校の自校式 

 給食の見直し 

桜台小・中学校の自校式の給食調理場の老朽化に伴い、

最新設備を備えた学校給食共同調理場へ移行します。 

③出張所の窓口の廃止 

マイナンバーカードの取得率を高め、住民票などのコ

ンビニ交付を積極的に推進することにより、段階的に

出張所窓口を廃止します。 

ウ 事務事業の廃止や見直しによる経費削減 
  当初の目的を達成した事業や成果が上がっていない事業の廃止を徹底し、また、事 

 務事業を見直すことにより経費を削減します。 

取組項目 取組内容 

①イベントの統廃合 
同種同様のイベントなどについては、原則として統廃

合します。 

②土地の賃借廃止 
土地の利用状況を把握し、利用目的が薄れている土地

については賃借を廃止します。 

③家庭ごみの有料化による 

 ごみ処理料の削減 

家庭ごみを有料化することにより、ごみ総量を縮減し

ます。 

④その他事務事業の廃止や見

直しによる経費の削減 

継続的に事務事業の目的や効果を検証し、事業の廃止

や事務事業を見直します。 
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 （２） 歳入確保のための取組 
ア 財源の確保 
  公有財産や市が保有する資源の利活用を徹底し、財源を確保します。また、企業誘

致により新たな税収を確保します。 

取組項目 取組内容 

①普通財産の売却 

「白井市公有財産利活用基本方針」に基づき、将来的

に利用の見込みがなく、民間へ売却しても特に支障が

ない普通財産については売却します。 

②企業誘致の推進 

都市マスタープランの土地利用の方針に定める公益的

施設誘導地区に企業誘致を進め、新たな税収を確保し

ます。 

③赤道の市道認定の促進 

赤道を市道認定することにより、普通交付税などの増

加が見込めることから、赤道の市道認定を促進し、普

通交付税などの増収を図ります。 

 イ 受益者負担の適正化 
  受益者負担の原則を徹底することにより、負担の公平性・公正性を確保します。 

取組項目 取組内容 

①無料の公の施設の利用料金

 の有料化 

無料の公の施設について、受益者負担の公平性の観点

から、有料化を検討し、適正な使用料・利用料金を徴

収します。 

②上下水道料金の適正化 

一般会計からの基準外繰入を行っている下水道会計及

び水道会計については、独立採算制の原則に基づき、

下水道料金及び市営水道料金の改定を行います。 

③その他市民サービスに対す

 る受益者負担の適正化 

市民サービスに対する受益者負担については、公平性

の観点から負担額の見直しや所得に応じた負担額の設

定等を行い、適正化を図ります。 

 （３） 財政健全化の取組による効果額 

    財政健全化の取組を着実に実行することにより、令和２（2020）年度から令

和１２（2030）年度までの効果額は、累計で４９億８，１００万円以上と見込

んでいます。 

    なお、前回推計時と比較して、財政健全化の取組内容が具体化した次の項目に

ついては効果額を見直しています。 

取組項目 見直し理由 

（１）-ア-③ 

職員数の抑制 

平成３０（2018）年９月に白井市定員管理指針を見直し

たため。 

（２）-ア-③ 

赤道の市道認定の促進

令和３（2021）年度から５年間かけて赤道の市道認定を

行うこととしたため。 

（２）-イ-② 

上下水道料金の適正化

白井市上下水道審議会の答申どおり、市営水道料金を令和

2（2020）年度から 15％値上げすることとしたため。

    今後も、財政健全化の取組については、その必要性をしっかりと市民に対して

説明し、理解を得ながら進めていきます。 
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と

い
う

事
例

に
基

づ
い

て
、

ご
み

処
理

を
行

う
印

西
地

区
環

境
整

備
事

業
組

合
へ

の

　
　

負
担

金
の

軽
減

額
を

効
果

額
と

し
て

見
込

ん
で

い
ま

す
。

な
お

、
こ

の
場

合
、

ご
み

袋
の

販
売

価
格

は
、

4
5

リ
ッ

ト
ル

大
袋

１
枚

当
た

り
で

現
行

の
6

円
程

度
か

ら
3

6
円
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計

市
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（
受

益
者
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社
会
教
育
施
設
や
各
セ
ン
タ
ー
の
あ
り
方
の
見
直
し
（
※
１
）

桜
台

小
・
中

学
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の
自

校
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し
（
※

２
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家
庭
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理
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削
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※
３
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水
道

料
金

の
適

正
化

（
※

４
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令
和

8
年

度
（
2
0
2
6
年

度
）

令
和

9
年

度
（
2
0
2
7
年

度
）

令
和

1
0
年

度
（
2
0
2
8
年

度
）

令
和

1
1
年

度
（
2
0
2
9
年

度
）

令
和

1
2
年

度
（
2
0
3
0
年

度
）

行
政
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和

3
年

度
（
2
0
2
1
年

度
）

令
和

4
年

度
（
2
0
2
2
年

度
）

令
和

5
年

度
（
2
0
2
3
年

度
）

令
和

6
年

度
（
2
0
2
4
年

度
）

６ ペ ー ジ の 上 表 に 反 映
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道
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市
道
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促

進
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別
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報
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削
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職
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当
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数
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3
9
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→
3
5
7
人
に
抑
制
）

事
務
事
業
の
廃
止
や
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直
し
に
よ
る
経
費
削
減

企
業
誘
致
の
推
進

令
和

7
年

度
（
2
0
2
5
年

度
）

合
計

平
成

3
1
年

度
（
2
0
1
9
年

度
）

令
和

2
年

度
（
2
0
2
0
年

度
）

合
計
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【全体項目】

【歳入】
項目

　平成30年度の普通交付税額を基礎数値として、「中長期の経済財政に関
する試算（H30.1内閣府）」のベースラインケースにおける国の一般会計の
「地方交付税等」の対前年伸び率を考慮して推計する。

　歳出で見込んだ事業費に補助率を乗じて推計する。

　歳出で見込んだ事業費に補助率を乗じて推計する。

・建設事業債
　歳出で見込んだ事業費に借入率を乗じて推計する。
・臨時財政対策債
　平成31年度の借入額で推計する。

７　財政推計　前提条件

・前回推計をベースに、次の要件に該当する項目について見直しを行った。
　①前回推計後に国や県の制度改正があった（制度の詳細が判明したものを含む。）もの
　②前回推計後に行政経営戦略会議において事業の実施や拡充等の意思決定をしたもの
　③ハード事業で国庫補助金等の状況から事業計画を見直す必要があるもの
・推計期間は、平成31年度から令和12年度とする。ただし、長期間の推計となり、後年度になる
ほど各種制度の方向性が不透明なことから、第5次総合計画期間終了後の令和8年度以後は参考数
値とする。
・前回推計の基礎数値は、平成29年度普通会計（一般会計と学校給食共同調理場事業特別会計）
における決算見込み額である。
・推計に当たっては、事業ごとに経費及び財源を積算し、それを積み上げて推計する。
・推計値の算定に必要な人口は、第５次総合計画の策定に当たって平成26年12月に作成した人口
推計を採用する。ただし、人口推計と平成30年4月現在における人口の年齢構成の差異について
は、現状に合わせて補正している。
・消費税等については、令和元年10月から、税率が10％に引き上げられることを見込んでいる。

内容・推計方法

地方税
（市税）

　市民税、固定資産税など、サービスを賄うための財源として、市民や企業など
からおさめていただく税金のこと。

　平成29年度決算見込み額をベースとして、個別の税目ごとに条件を設定
して、徴収率を乗じて推計する。
～主な税目の推計方法～
・個人市民税
　人口推計による人口変動を考慮し推計する。
・法人市民税
　令和2年度以後の法人税割の税率改正（9.7％→6.0％）による影響、企業
誘致の状況を考慮して推計する。
・固定資産税・都市計画税
　土地、家屋に対する課税は、3年に1回、課税の基礎となる評価額の見直
し（評価替え）を行っている。
　土地は、下落傾向にあるため、各年度において、前年度見込み額から1％
下落するものとして推計する。
　家屋は、平成30年度の評価替えの実績から、評価替え年度に4.4％の下落
を見込むとともに、新築家屋や企業誘致の状況を考慮して推計する。

地方交付税

　国が地方公共団体間の財政力を調整するために、法人税やたばこ税などの国税
5税の一部を市町村へ交付するお金のこと。

国庫支出金
　特定の事業に対して国から収入される負担金や補助金などのこと。

県支出金
　特定の事業に対して県から収入される負担金や補助金などのこと。

　主に公共施設の建設などの際に、世代間の負担の公平性を確保するため、建設
事業費の一部として、国や金融機関などから長期間借り入れるお金のこと。
　建設事業債のほか、国の地方交付税の財源が不足しているため、当該不足分に
対して市が借り入れる臨時財政対策債がある。地方債

（借入金）
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・地方譲与税
　過去の実績に基づき推計する。
・税交付金
　過去の実績に基づき推計する。
　ただし、地方消費税交付金は、令和元年10月からの地方消費税の税率改
正などを考慮して推計する。
　自動車取得税交付金は、令和元年9月の自動車取得税の廃止を見込み、新
たな環境性能割の交付金については、経済産業省の税制改正資料（平成28
年2月）を基に見込む。
・負担金及び分担金、使用料及び手数料
　過去の実績に基づき推計する。

【歳出】
項目

　人口変動の影響を受けるものは、人口推計を考慮して推計する。
　前期実施計画や各種計画に位置付けている事業については、当該計画に基
づき推計し、それ以外については、現行の制度（詳細が判明している制度変
更を含む。）や事業内容が継続するものとして推計する。

　職員数は、令和3年度から定年延長が導入され、3年ごとに1歳ずつ定年年
齢が上がり、令和15年に65歳定年になると仮定し、原則として定年退職分
を新規採用で補充するものとして推計する。
　一般職員人件費は、平成31年度見込み額に、退職者、新規採用職員や再
任用する職員の人数、職員一人当たりの平均昇給率を加味して推計する。退
職手当負担金は、千葉県市町村総合事務組合が平成31年度から令和5年度ま
での5年間について、退職手当負担金の積算根拠を変更したことを反映し、
令和6年度以後は平成30年度ベースで推計した。
　また、地方公務員法の改正に伴い、令和2年度から新たに会計年度任用職
員制度が導入されるため、現行の臨時・非常勤職員を継続して雇用すると仮
定して、報酬（給料）や手当を推計する。

繰入金・繰越金

・繰入金
　特定の事業に充てたり、当該年度の財源不足を補うため、基金（市の預金）を
取り崩すお金のこと。
・繰越金
　前年度の決算で余ったお金のこと。

・繰入金
　特定の事業に充てる繰入金は、歳出で見込んだ事業費に応じて推計し、財
源不足を補う繰入金は、当該年度の財源不足額で推計する。
・繰越金
　過去の実績に基づき、前年度歳出合計の4％で推計する。

　職員に対する給料や、議員・各委員会の委員への報酬などのこと。

内容・推計方法

共通事項

　歳出全体に共通する事項

人件費

そのほか

～そのほかの主な項目～
・地方譲与税
　国が徴収した税金を一定の配分により市町村へ交付するお金のこと。地方揮発
油譲与税、自動車重量譲与税などがある。

・税交付金
　県が徴収した税金を一定の配分により市町村へ交付するお金のこと。利子割交
付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利
用税交付金、自動車取得税交付金などがある。

・分担金及び負担金
　特定の事業の財源として、その事業により利益を受ける人から徴収するお金の
こと。

・使用料及び手数料
　市の施設などを利用する人や、市のサービスを受ける人から、その対価として
徴収するお金のこと。
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　共通事項のとおりである。
　なお、賃金については、令和2年度から会計年度任用職員制度に移行する
ため、見込まない。

　共通事項のほか、地方消費税交付金の税率改正による増収見込み分のう
ち、社会保障財源化相当分を計上する。

　前期実施計画や各種計画に位置付けている事業については、当該計画に基
づき推計し、それ以外については、過去の実績に基づき推計する。

　既に借り入れている地方債に加えて、歳入の地方債で新たに見込んだ額を
借り入れるものとして推計する。

・維持補修費
　前期実施計画や各種計画に位置付けている事業については、当該計画に基
づき推計し、それ以外については、過去の実績に基づき推計する。
・繰出金
　各特別会計が、各種計画や現行の制度、人口推移などを考慮して推計した
上で、安定した運営に必要な経費を推計する。

【行政経営改革の効果】

　一部事務組合への負担金は、原則として、財政推計を作成している組合の
負担金は当該推計値を採用し、財政推計を作成していない組合の負担金は平
成30年度見込み額で推計する。
　それ以外は、共通事項のとおりである。

物件費

　主に消費的な性質をもつ経費で、旅費、消耗品費、備品購入費、委託料などの
こと。

行政経営改革
効果額

　財源不足を補うため、市長・副市長・教育長の報酬の減額、管理職手当の削
減、職員数の抑制、内部管理経費の削減などの行政の自助努力を徹底し、歳出の
削減に努める。
　また、市民の理解を得ながら、受益者からの負担額や公共施設のあり方の見直
しを進め、歳入の増加・歳出の削減に努める。

普通建設事業費

　投資的経費の代表的なもので、道路、橋梁、公共施設などを建設・改修する経
費などのこと。

公債費

　地方債（借入金）の元金・利子を返済するための経費のこと。

そのほか

～そのほかの主な項目～
・維持補修費
　公共施設などを保全し、維持するための経費のこと。
・繰出金
　下水道事業や介護保険事業などの特別会計が安定した運営を行えるよう、一般
会計から特別会計に繰り出す経費のこと。

扶助費

　主に生活保護法・児童福祉法・障害者総合支援法などに基づき支給する経費や
各種サービスなどの経費で、生活保護費、保育園の運営費、障がい者サービス費
などのこと。

補助費等

　公益上の必要性により、一部事務組合や各種団体・個人などに支出する経費
で、助成金、負担金、補助金などのこと。
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８ 付属資料（財政健全化の取組後） 

（１） 歳入 

ア 歳入規模 

   歳入については、小中学校の耐震改修工事や庁舎の整備などの大規模事業が終

了したため、これらの大規模事業に充当していた地方債などが減少することから、

2018 年度以後は減少傾向が見込まれる。 

   2020 年度以後、歳入の根幹をなす地方税の減少が見込まれるとともに、新規

の計画事業費及びその財源を見込んでいないことなどから、202３年度以後の歳

入規模は、２００億円以下で推移する見込みである。 

 図１－１ 歳入の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※201８年度の数値は決算見込みです。（以下同様） 
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イ 自主財源と依存財源 

   自主財源は、市が自ら徴収する収入で、地方税、分担金・負担金、使用料・手

数料、寄附金、基金からの繰入金などがある。依存財源は、国など他の団体等か

ら受け入れる収入で、地方交付税、国庫支出金、地方債などがある。 

   自主財源は、１２０億円前後を維持できる見込みであるが、財政調整基金から

の繰入金を除いた自主財源は減少し続ける見込みである。依存財源は、2023 年

度以後８０億円を下回る見込みである。 

 図１－２ 自主財源と依存財源の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地方税 

   地方税のうち市民税は、2019 年 10 月以後の法人市民税率の引き下げ、

2020 年度以後に見込まれる人口減少に伴い、2020 年度以後は減少が見込ま

れる。また、固定資産税、都市計画税は、企業立地の促進により 2020 年度ま

では増加が見込まれるが、地価の下落の影響により、2021 年度以後は減少が見

込まれる。 

 図１－３ 地方税の推移 
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（２） 歳出 

ア 歳出規模 

   歳出については、小中学校の耐震改修工事や庁舎の整備などの大規模事業が終

了したため、普通建設事業費が減少することから、2018 年度以後は減少傾向が

見込まれる。 

   その後、新規の計画事業費を見込んでいないことから、2022 年度以後の歳出

規模は、２００億円以下で推移する見込みである。 

 図２－１ 歳出規模の推移 
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イ 義務的経費 

   義務的経費は、支出することが制度的に義務付けられた経費のことで、人件費、

扶助費、公債費を指す。 

   人件費は、職員数の抑制などの取組と、2019 年度から 2023 年度までの退

職手当負担金の積算根拠の変更により減少するものの、2020 年度からの会計年

度任用職員制度の導入により増加し、2024 年度以後は 37 億円規模で推移する

ことが見込まれる。扶助費は生活保護費などの増等に伴い増加傾向が見込まれ、

公債費は、学校給食共同調理場建替事業に伴う借入金の元金償還が始まる 2022

年度以後１９億円前後で推移することが見込まれる。 

 図２－２ 義務的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 社会保障費 

   社会保障費は、2019 年度以後、子どもの数の減少に伴い子どもに係る経費は

減少するものの、高齢者や生活保護に係る経費は一貫して増加し続けるため、社

会保障費全体では増加が見込まれる。 

 図２－３ 社会保障費の推移 
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（３） 地方債 

   地方債の年度末残高は、2021 年度までは冨士公園の用地取得や工業団地アク

セス道路の整備などに伴う借入などにより増加するが、その後は新規の計画事業

を見込んでいないことから、減少する見込みである。 

 図３－１ 地方債年度末残高等の推移 
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（４） 基金 

ア 財政調整基金 

   財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための市の貯金で、大規模

事業の実施により財源が不足する場合や、災害などの特別な財政需要がある場合

に取り崩しを行うものである。 

   2023 年度までは２0 億円以上確保できるが、その後は財源不足を補うための

繰入金（取り崩し）により年々減少する見込みである。 

 図４－１ 財政調整基金年度末残高の推移 

 
 

  ※積立金は、地方財政法に基づき前年度の決算剰余金の１/２を積み立てるものです。 
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イ 公共施設整備保全基金 

   公共施設整備保全基金は、公共施設（建物）の老朽化対策等を計画的に行うた

めの貯金である。 

   2021 度にかけて 1０億円に増加するが、その後は公共施設の改修等に係る経

費に充てるための繰入金（取り崩し）により年々減少する見込みである。 

 図４－２ 公共施設整備保全基金年度末残高の推移 
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（５） プライマリーバランス 

   プライマリーバランスは、基礎的な財政収支のことで、地方債（借入金）を除

いた収入と、公債費（借入金の元利償還金）を除いた支出のバランスを見るもの

である。 

   プライマリーバランスがプラスの場合は、地方債に頼らずに、税収などで市民

生活に必要な支出が賄えている状態を意味する。逆に、マイナスの場合は、地方

債に頼らないと必要な支出が賄えない状態を意味する。 

   2019 年度以後は、プライマリーバランスがプラスで推移し、地方債に依存し

た財政運営から脱却するが、引き続き財政調整基金に頼った財政運営が続くこと

に留意する必要がある。 

 
 図５－１ プライマリーバランスの推移 
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